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対
外
自
由
化
と
経
済
成
長
─
輸
出
促
進
を
通
じ
て「
雇
用
な
き
成
長
」か
ら
脱
却
へ

二
階
堂
有
子

特 集特 集
　

イ
ン
ド
経
済
は
、
世
界
で
ヒ
ト
、
モ
ノ
、
カ
ネ
、

そ
し
て
情
報
ま
で
も
が
国
境
を
越
え
て
自
由
に
移

動
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進
行
し
始
め
た
ち
ょ
う

ど
そ
の
頃
、
対
外
自
由
化
の
プ
ロ
セ
ス
に
着
手
し

た
。
折
し
も
、
ア
メ
リ
カ
で
は
Ｉ
Ｔ
革
命
に
よ
る

好
景
気
の
さ
な
か
に
あ
り
、
イ
ン
ド
は
そ
の
恩
恵

を
受
け
て
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
産
業
が
伸
長
し
た
。
そ

の
一
方
で
、
世
界
的
な
原
油
価
格
高
騰
の
影
響
か

ら
近
年
は
貿

易
収
支
が
悪

化
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、

イ
ン
ド
が
世

界
経
済
に
統

合
さ
れ
つ
つ

あ
る
な
か
、

イ
ン
ド
は
良

く
も
悪
く
も

世
界
経
済
の

影
響
を
受
け

や
す
く
な
っ

て
お
り
、
対

外
政
策
の
舵

取
り
が
ま
す

ま
す
重
要
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
、
イ
ン
ド
の
対
外
政
策
の
変
遷
を
踏

ま
え
た
う
え
で
、
対
外
自
由
化
の
成
果
と
そ
の
影

響
を
検
討
す
る
。
そ
し
て
、
そ
う
し
た
分
析
の
な

か
か
ら
イ
ン
ド
が
持
続
的
な
成
長
を
続
け
る
上
で

の
条
件
を
明
ら
か
に
す
る
。

●
イ
ン
ド
の
対
外
政
策

　

一
九
五
〇
年
代
以
降
、
イ
ン
ド
は
輸
入
を
制
限

し
、
そ
れ
を
国
内
生
産
で
代
替
し
て
い
く
輸
入
代

替
工
業
化
を
採
用
し
て
き
た
。
そ
し
て
、
貿
易
や

為
替
レ
ー
ト
、
海
外
直
接
投
資
（
Ｆ
Ｄ
Ｉ
）
な
ど

に
関
す
る
対
外
政
策
は
、
そ
れ
を
達
成
す
る
た
め

の
重
要
な
政
策
手
段
と
し
て
形
作
ら
れ
、
相
互
に

影
響
を
与
え
あ
い
な
が
ら
機
能
し
て
き
た
。
輸
入

数
量
制
限
は
、
輸
入
品
目
を
「
重
要
性
」
と
「
国

内
入
手
不
可
能
」
に
基
づ
い
て
管
理
し
た
。
そ
の

た
め
、
輸
入
品
目
は
生
産
の
た
め
に
必
要
な
原
材

料
・
中
間
財
や
資
本
財
を
中
心
に
割
り
当
て
ら
れ
、

消
費
財
の
輸
入
は
原
則
禁
止
さ
れ
た
。
そ
し
て
、

こ
う
し
た
工
業
化
に
不
可
欠
な
財
の
輸
入
を
容
易

に
す
る
た
め
に
為
替
レ
ー
ト
を
割
高
に
設
定
し
補

完
し
た
。
さ
ら
に
、
イ
ン
ド
で
は
国
産
化
と
国
産

技
術
の
育
成
の
観
点
か
ら
、
特
に
一
九
七
三
年
以

来
、
外
国
為
替
規
制
法
の
下
で
、
外
国
企
業
の
参

入
に
は
批
判
的
な
姿
勢
を
と
っ
て
き
た
。
こ
の
法

律
の
下
で
、
外
国
企
業
の
出
資
比
率
は
四
〇
％
ま

で
に
制
限
さ
れ
た
ほ
か
、
操
業
に
あ
た
り
必
要
な

産
業
ラ
イ
セ
ン
ス
の
取
得
も
地
場
の
民
間
企
業
に

比
べ
厳
し
く
さ
れ
た
。
ま
た
、
た
と
え
参
入
が
認

め
ら
れ
た
場
合
で
も
、
輸
出
義
務
や
段
階
的
国
産

化
、
技
術
移
転
を
伴
う
こ
と
な
ど
様
々
な
規
制
・

条
件
が
課
せ
ら
れ
た
。

　

だ
が
一
九
八
〇
年
代
に
入
る
と
、
Ｎ
Ｉ
Ｅ
ｓ
な

ど
東
ア
ジ
ア
諸
国
の
発
展
を
目
の
当
た
り
に
し
、

自
国
の
技
術
的
な
遅
れ
や
生
産
の
非
効
率
を
認
識

す
る
こ
と
と
な
り
、
部
分
的
な
自
由
化
が
開
始
さ

れ
た
。
貿
易
政
策
で
は
上
述
の
輸
入
数
量
制
限
が

緩
和
さ
れ
、
原
材
料
・
中
間
財
、
資
本
財
の
一
部

を
ラ
イ
セ
ン
ス
な
し
に
自
由
に
輸
入
で
き
る
よ
う

に
な
っ
た
。
Ｆ
Ｄ
Ｉ
政
策
で
も
自
動
車
産
業
、
電

子
産
業
な
ど
一
部
の
産
業
で
外
国
企
業
の
新
規
参

入
や
技
術
提
携
が
許
可
さ
れ
た
。

　

一
九
九
一
年
の
国
際
収
支
危
機
を
契
機
と
し
て

経
済
自
由
化
は
一
段
と
進
行
し
た
。
対
外
政
策
に

関
し
て
も
、
国
際
収
支
危
機
に
対
応
す
る
た
め
、

為
替
レ
ー
ト
が
切
り
下
げ
ら
れ
た
ほ
か
、
過
渡
的

に
公
定
レ
ー
ト
と
市
場
レ
ー
ト
か
ら
な
る
二
重
為

図１　貿易収支・サービス収支

① 貿易収支（単位：億ルピー）

② サービス収支（単位：億ルピー）

（出所）�Reserve�Bank� of� India,�
Handbook�of�Statistics�on�
Indian�Economy�2007.
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替
レ
ー
ト
制
度
が
採
用
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
為
替

制
度
は
一
九
九
三
年
に
変
動
相
場
制
へ
、
九
四
年

八
月
に
は
経
常
勘
定
に
お
け
る
為
替
取
引
の
自
由

化
を
達
成
し
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
八
条
国
と
な
っ
た
。
貿
易

政
策
の
手
段
も
、
九
四
年
の
ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ

ン
ド
交
渉
を
期
に
、
こ
れ
ま
で
の
数
量
制
限
を
中

心
と
し
た
体
系
か
ら
関
税
を
中
心
と
し
た
も
の
へ

と
変
化
し
、
イ
ン
ド
は
二
〇
〇
一
年
四
月
ま
で
に

数
量
制
限
を
原
則
撤
廃
し
た
。
関
税
水
準
も
徐
々

に
引
き
下
げ
を
行
っ
て
い
る
。

　

そ
の
一
方
で
Ｆ
Ｄ
Ｉ
に
関
し
て
は
、
即
座
に
完

全
な
自
由
化
に
踏
み
切
ら
ず
、
当
初
は
三
五
業
種

に
限
っ
て
外
国
企
業
の
出
資
比
率
を
五
一
％
ま
で

許
可
す
る
と
い
う
限
定
的
な
も
の
だ
っ
た
。
経
済

自
由
化
か
ら
一
〇
年
が
経
過
し
た
二
〇
〇
一
年
に

入
り
、
よ
う
や
く
政
府
は
製
造
業
を
中
心
に

一
〇
〇
％
出
資
を
解
禁
し
た
。
ま
た
、
出
資
比
率

に
規
制
が
残
る
業
種
に
お
い
て
も
、
二
〇
〇
四
年

に
航
空
業
が
四
九
％
へ
、
〇
五
年
に
通
信
業
が

七
四
％
ま
で

上
限
が
引
上

げ
ら
れ
る
な

ど
着
実
に
規

制
緩
和
が
進

ん
で
い
る
。

ま
た
、
長
ら

く
聖
域
で

あ
っ
た
銀
行

や
小
売
業
に

つ
い
て
も
近

年
で
は
部
分

的
に
外
国
企
業
に
開
放
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き

て
い
る
。

●
対
外
自
由
化
の
成
果

　

こ
う
し
た
段
階
的
な
関
税
障
壁
や
非
関
税
障
壁

な
ど
取
引
コ
ス
ト
削
減
に
よ
り
、
財
の
輸
出
入
額

を
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
割
っ
た
イ
ン
ド
の
貿
易
開
放
度
は

一
九
八
五
／
八
六
年
度
の
一
一・
八
％
か
ら

二
〇
〇
五
／
〇
六
年
度
の
三
二・
五
％
へ
と
、
こ

の
二
〇
年
間
で
約
三
倍
上
昇
し
た
。
ま
た
、「
中

期
輸
出
戦
略
二
〇
〇
二―

〇
七
」
の
目
標
で
あ
っ

た
、
二
〇
〇
七
／
〇
八
年
度
ま
で
に
世
界
で
の
輸

出
シ
ェ
ア
を
一
％
以
上
獲
得
す
る
と
い
う
目
標
も

期
間
内
に
達
成
し
た
。
図
１
の
よ
う
に
、
農
業
製

品
や
工
業
製
品
な
ど
の
財
輸
出
と
サ
ー
ビ
ス
輸
出

は
一
九
九
一
年
以
降
増
加
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
年
平

均
成
長
率
は
一
九・八
％
、
二
七・八
％
と
高
い
伸

び
を
示
し
て
い
る
。
特
に
、
二
〇
〇
三
／
〇
四
年

度
以
降
の
サ
ー
ビ
ス
輸
出
の
伸
び
は
著
し
く
、

二
〇
〇
五
／
〇
六
年
度
に
は
サ
ー
ビ
ス
輸
出
の
約

六
割
が
ソ
フ
ト
開
発
や
Ｂ
Ｐ
Ｏ
と
呼
ば
れ
る
業
務

委
託
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
他
方
、
財
貿
易
に

つ
い
て
は
、
輸
入
が
輸
出
を
上
回
る
勢
い
で
伸
び

て
お
り
、
イ
ン
ド
は
経
済
自
由
化
後
も
慢
性
的
な

貿
易
赤
字
に
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
お
か
ね
ば
な

ら
な
い
。
こ
れ
は
原
油
価
格
の
高
騰
や
資
本
に
体

化
さ
れ
た
近
代
的
技
術
の
導
入
に
よ
る
も
の
と
思

わ
れ
る
。
だ
が
、
一
九
九
一
年
の
国
際
収
支
危
機

時
に
は
輸
入
の
お
よ
そ
二
週
間
分
し
か
な
か
っ
た

外
貨
準
備
は
、
貿
易
の
拡
大
や
Ｆ
Ｄ
Ｉ
流
入
に
よ

り
今
や
世
界
有
数
の
保
有
高
に
達
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
貿
易
自
由
化
が
進
展
す
る
に
と
も
な
い
、

輸
出
入
先
や
輸
出
製
品
に
お
い
て
多
様
化
が
み
ら

れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
ま
ず
輸
出
入
先
に
つ
い
て
、

か
つ
て
の
主
要
貿
易
相
手
国
の
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ

リ
ス
、
日
本
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
の
シ
ェ
ア
が

低
下
し
て
い
る
一
方
で
、
中
国
や
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、

ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
シ
ェ

ア
が
高
い
成
長
率
で
伸
び
て
い
る
。
輸
出
先
を
地

域
別
で
み
る
と
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
シ
ェ
ア
が

一
九
九
〇
／
九
一
年
度
の
四
七・
二
％
か
ら

二
〇
〇
六
／
〇
七
年
度
の
二
三・
三
％
へ
と
ほ
ぼ

半
分
に
低
下
す
る
一
方
で
、
ア
ジ
ア
が
同
期
間
に

お
い
て
二
一・〇
％
か
ら
三
一・六
％
へ
、
中
東
が

七・
一
％
か
ら
一
五・
七
％
へ
、
ア
フ
リ
カ
が

一・八
％
か
ら
五・八
％
へ
と
上
昇
し
て
い
る
（
表

１
）。
こ
の
よ
う
な
輸
出
入
先
の
多
様
化
は
、
特

定
の
国
の
経
済
危
機
か
ら
大
き
な
影
響
を
受
け
る

リ
ス
ク
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
、
イ
ン
ド
の
持
続
的

な
経
済
成
長
に
と
っ
て
望
ま
し
い
傾
向
で
あ
ろ
う
。

　

次
に
輸
出
製
品
に
つ
い
て
も
、
製
品
が
多
様
化

さ
れ
て
い
る
の
と
同
時
に
そ
れ
ら
製
品
の
世
界
市

場
で
の
シ
ェ
ア
が
上
昇
し
て
い
る
。
表
２
は
、
世

界
で
一
％
以
上
の
シ
ェ
ア
を
占
め
る
主
要
輸
出
製

品
を
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
し
た
も
の
で
あ
る
。
今
日
の

世
界
的
な
資
源
不
足
を
反
映
し
て
、
農
業
製
品
や

鉄
鋼
、
金
属
ス
ク
ラ
ッ
プ
な
ど
の
原
材
料
も
目
立

つ
が
、
イ
ン
ド
の
主
要
輸
出
製
品
の
多
く
は
、
革

製
品
や
繊
維
・
ア
パ
レ
ル
、
ジ
ュ
エ
リ
ー
な
ど
の

製
造
業
製
品
で
あ
る
。
ま
た
、
主
要
輸
入
製
品
が

機
械
や
電
子
・
電
気
機
器
、
部
品
で
あ
る
こ
と
を

踏
ま
え
る
と
、
イ
ン
ド
の
輸
出
製
品
は
輸
入
製
品

表１　地域別輸出の変化 （単位:�総輸出に対するシェア%）

地　　域 1990/91 2006/07 2006/07年度における上位10輸出先
アジア 21.0 31.6 中国（6.6%）,�シンガポール（4.8%）,�香港（3.7%）,�日本（2.3%）
ヨーロッパ 47.2 23.3 イギリス（4.4%）,�ドイツ（3.1%）,�イタリア（2.8%）,�ベルギー（2.7%）
北・中央アメリカ 16.3 19.7 アメリカ（14.9%）
南アメリカ 0.1 2.0
中東 7.1 15.7 アラブ首長国連邦（9.5%）
アフリカ 1.8� 5.8
オセアニア 1.2 1.0
その他 5.3 0.9
合　　計 100.0 100.0

（出所）�Asian�Development�Bank（http://www.adb.org/Statistics/default.asp）.
� Ministry�of�Commerce�and�Industry（http://commerce.nic.in/welcome.html）.

表２　 世界でのシェアが1%以上の 
主要輸出品 （単位:�シェア%）

1980 1990� 2000 2003
農業製品
魚介類 2.0� 1.6 2.7 2.2
米など穀物 - -� 1.5 2.4
野菜、果物 1.1 �-� 1.3 �1.1
砂糖、蜂蜜 - �-� -� 1.6
コーヒー、紅茶、カカオ、スパイス 4.0 4.0 3.4 2.3
飼料 1.6� 2.2 2.3 2.8
タバコ 4.4 -� - -
油糧種子・果物 - - 1.7 1.7

製造業製品
鉄鉱石、金属スクラップ 1.5 2.1 1.0 2.5
有機化学 - - 1.1 1.4
染色原料 - 1.2 1.4� 1.6
医薬品 - 1.2 1.2 1.0
精油、�芳香油 1.1 1.1� - -
革製品 6.8 6.3 3.3 3.1
織物、織物糸 2.3 2.1 3.6 3.7
ジュエリー 3.1 9.8� 12.0 13.9
アパレル製品 1.8 2.3 3.5 2.8
鉄鋼 - - 1.0 1.7
金属製品 - - - 1.1

（出所）Ministry�of�Finance,�Economic�Survey�2005/06.
原データはUnited�Nations,�2004�International�Trade�
Statistics�Year�Book,�2006.

（注）�-は、世界でのシェア1%を下回ることを意味する。
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よ
り
労
働
集
約
的
な
製
品
で
あ
る
と
い
え
る
。
し

た
が
っ
て
、
イ
ン
ド
の
輸
出
が
拡
大
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
、
労
働
需
要
が
増
加
す
る
可
能
性
を
示
唆

す
る
も
の
で
あ
る
。

●
対
外
自
由
化
の
実
体
経
済
へ
の
影
響

　

多
く
の
研
究
に
よ
れ
ば
、
対
外
自
由
化
は
、
生

産
性
の
向
上
と
資
本
蓄
積
を
通
じ
て
経
済
成
長
に

寄
与
す
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
規
制

緩
和
に
よ
り
、
よ
り
生
産
性
の
高
い
産
業
へ
資
源

が
配
分
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
ほ
か
、
市
場
で
の
競

争
や
Ｆ
Ｄ
Ｉ
を
通
じ
た
技
術
移
転
が
企
業
の
生
産

性
向
上
を
も
た
ら
す
。
ま
た
、
市
場
が
魅
力
的
に

な
れ
ば
Ｆ
Ｄ
Ｉ
も
流
入
し
、
資
本
が
蓄
積
す
る
こ

と
で
経
済
成
長
が
加
速
す
る
。

　

そ
れ
で
は
、
イ
ン
ド
の
文
脈
で
は
対
外
自
由
化

は
実
体
経
済
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
た
の
だ

ろ
う
か
。
ミ
ク
ロ
・
マ
ク
ロ
両
面
か
ら
検
討
す
る
。

　

ま
ず
、
関
税
水
準
の
低
下
に
よ
る
貿
易
自
由
化

が
企
業
の
生
産
性
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
た

か
に
つ
い
て
、
一
連
の
研
究
の
結
果
を
ま
と
め
る

と
次
の
よ
う
に
要
約
で
き
る
。
第
一
に
、
貿
易
自

由
化
に
よ
り
競
争
が
拡
大
し
企
業
の
生
産
性
が
上

昇
し
た
。
そ
し
て
、
貿
易
自
由
化
は
公
共
部
門
よ

り
も
民
間
部
門
の
企
業
の
生
産
性
を
高
め
た
。
た

だ
し
、
分
析
方
法
や
対
象
産
業
の
相
違
に
よ
り
、

結
論
が
左
右
さ
れ
る
点
も
否
定
で
き
ず
、
コ
ン
セ

ン
サ
ス
は
得
ら
れ
て
い
な
い
。

　

次
に
、
マ
ク
ロ
面
を
み
て
み
よ
う
。
前
述
の
よ

う
に
、
Ｆ
Ｄ
Ｉ
と
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
成
長
に
は
正
の
相
関

が
あ
り
、
Ｆ
Ｄ
Ｉ
と
製
造
業
輸
出
に
も
正
の
相
関

が
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
実
際
に
東
ア
ジ
ア
諸

国
の
経
験
で
は
、
外
資
に
よ
る
製
造
業
製
品
の
輸

出
拡
大
が
こ
れ
ら
の
国
々
の
経
済
成
長
に
寄
与
し

た
。

　

統
計
に
よ
る
と
、
イ
ン
ド
へ
の
Ｆ
Ｄ
Ｉ
流
入
は
、

Ｆ
Ｄ
Ｉ
が
製
造
業
を
中
心
に
一
〇
〇
％
自
由
化
さ

れ
た
二
〇
〇
一
／
〇
二
年
度
以
降
増
大
し
て
い
る

も
の
の
、
皮
肉
な
こ
と
に
、
そ
れ
が
向
か
っ
て
い

る
業
種
は
サ
ー
ビ
ス
部
門
に
偏
重
し
て
い
る
（
図

２
）。
ま
た
、
財
・
サ
ー
ビ
ス
輸
出
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に

対
す
る
比
率
（
二
〇・
三
％
）
は
、
需
要
面
か
ら

み
た
Ｇ
Ｄ
Ｐ
へ
の
寄
与
度
と
し
て
捉
え
る
こ
と
が

で
き
る
が
、
そ
の
比
率
、
す
な
わ
ち
「
外
需
」
は
、

民
間
消
費
支
出
（
五
七・
九
％
）
や
政
府
支
出

（
一
一・三
％
）
な
ど
「
内
需
」
項
目
と
比
べ
る
と

か
な
り
低
い
。
こ
の
よ
う
な
イ
ン
ド
の
現
状
は
、

通
貨
安
を
前
提
に
外
需
で
稼
ぐ
従
来
の
途
上
国
の

発
展
モ
デ
ル
と
乖
離
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　
Ｆ
Ｄ
Ｉ
の
流
入
が
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
成
長
を
も
た
ら
す

の
か
、
あ
る
い
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
上
昇
が
Ｆ
Ｄ
Ｉ
の
流

入
を
も
た
ら
す
の
か
、
こ
う
し
た
Ｆ
Ｄ
Ｉ
と
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
因
果
関
係
を
イ
ン
ド
の
文
脈
で
分
析
し
た
い

く
つ
か
の
研
究
の
結
果
を
紹
介
し
よ
う
。
こ
れ
ら

に
よ
れ
ば
、
こ
の
二
変
数
間
に
は
明
白
な
因
果
関

係
が
確
認
さ
れ
な
か
っ
た
、
あ
る
い
は
因
果
関
係

が
確
認
さ
れ
た
場
合
で
も
、
イ
ン
ド
は
①
Ｇ
Ｄ
Ｐ

（
市
場
）
の
大
き
さ
が
Ｆ
Ｄ
Ｉ
の
流
入
を
も
た
ら

し
て
お
り
、
②
Ｆ
Ｄ
Ｉ
の
流
入
は
単
位
労
働
コ
ス

ト
を
引
き
下
げ
た
、
つ
ま
り
、
資
本
に
体
化
さ
れ

た
技
術
が
労
働
者
の
雇
用
と
取
っ
て
代
わ
ら
れ
た

こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

　

雇
用
に
つ
い
て
よ
り
詳
し
く
検
討
し
て
み
る
と
、

一
九
八
七
／
八
八
～
一
九
九
三
／
九
四
年
度
の
期

間
か
ら
一
九
九
三
／
九
四
～
一
九
九
九
／
〇
〇
年

度
の
期
間
に
か
け
て
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
年
率
成
長
率
は
、

経
済
全
体
で
五・八
％
か
ら
六・七
％
へ
上
昇
し
た

の
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
雇
用
の
年
率
成
長
率
は

二・五
％
か
ら
一・〇
七
％
へ
低
下
し
た
。
つ
ま
り
、

雇
用
の
年
率
成
長
率
を
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
年
率
成
長
率
で

割
っ
た
雇
用
の
生
産
弾
力
性
が
〇・
四
三
か
ら

〇・一
六
へ
低
下
し
た
こ
と
に
な
り
、「
雇
用
な
き

成
長
」（Jobless Grow

th

）が
う
か
が
え
る（
表

３
）。
実
際
に
、
失
業
者
は
一
九
九
三
／
九
四
年

度
の
二
〇
一
三
万
人
か
ら
一
九
九
九
／
〇
〇
年
度

の
二
六
五
八
万
人
に
増
加
し
、
失
業
率
も
同
期
間

に
お
い
て
五・九
九
％
か
ら
七・三
二
％
へ
上
昇
し

た
。
業
種
別
に
み
る
と
、
雇
用
の
生
産
弾
力
性
が

最
も
高
い
の
は
、
建
築
ラ
ッ
シ
ュ
を
反
映
し
て
建

設
業
で
あ
り
、
そ
の
後
に
サ
ー
ビ
ス
部
門
に
属
す

る
輸
送
・
倉
庫
・
通
信
業
や
金
融
・
保
険
、
不
動

産
、
ビ
ジ
ネ
ス
サ
ー
ビ
ス
が
続
く
。
こ
の
「
ビ
ジ

ネ
ス
サ
ー
ビ
ス
」
が
い
わ
ゆ
る
ソ
フ
ト
開
発
や
Ｂ

Ｐ
Ｏ
に
あ
た
る
。
他
方
、
雇
用
の
弾
力
性
が
最
も

低
い
の
は
、
電
力
・
ガ
ス
・
水
道
業
で
、
そ
の
後

に
漁
業
・
鉱
工
業
が
続
く
。
製
造
業
は
弾
力
性
が

上
昇
し
て
い
る
も
の
の
、
多
く
の
労
働
力
を
吸
収

す
る
ほ
ど
の
高
さ
と
は
い
え
な
い
。

　

一
九
九
三
／
九
四
～
一
九
九
九
／
〇
〇
年
度
の

期
間
に
つ
い
て
、
製
造
業
を
サ
ブ
セ
ク
タ
ー
に
分

類
し
て
み
る
と
、
製
造
業
の
付
加
価
値
の
六
四
％

を
占
め
、
就
業
者
の
一
七
％
を
占
め
る
組
織
部
門

の
雇
用
の
生
産
弾
力
性
（
〇・
一
一
九
）
が
未
組

図２　直接投資の推移と部門別累積額のシェア

（出所）Ministry�of�Commerce�and�Industry（http://dipp.nic.in/）（2008�年1�月31�日アクセス）.

サービス
（金融・非金融） 
 20.63

IT（ハード・ソフトウェア） 
15.97 

遠距離通信 8.74
建設 5.23自動車 4.43

電力 3.41
化学（肥料除く） 3.28
住宅・不動産 2.98

医薬品 2.57
電気機器 2.46
セメント 2.39 その他 27.91

1,000
500
0

1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000

① FDIの流入額 （単位：億ルピー） ② 業種別のFDI累積額のシェア（単位：％） （2000年４月から2007年８月）
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織
部
門
の
そ
れ
（
〇・
三
四
一
）
よ
り
も
低
い
こ

と
が
わ
か
る
。
こ
う
し
た
事
実
の
背
景
に
は
、
組

織
部
門
の
規
制
を
回
避
す
る
傾
向
が
少
な
か
ら
ず

存
在
す
る
と
思
わ
れ
る
。
イ
ン
ド
で
は
、
労
働
者

を
動
力
使
用
で
一
〇
人
、
動
力
未
使
用
で
二
〇
人

以
上
雇
用
す
る
企
業
は
州
の
工
業
局
に
登
録
す
る

必
要
が
あ
り
、
労
働
者
の
福
利
厚
生
や
安
全
対
策

が
義
務
付
け
ら
れ
、
労
働
時
間
の
上
限
を
遵
守
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
し
て
、
一
〇
〇
人
以
上

を
雇
用
す
る
企
業
は
、
事
業
所
を
閉
鎖
し
た
り
、

労
働
者
を
解
雇
し
た
り
す
る
場
合
に
政
府
の
許
可

が
必
要
と
な
り
、
実
際
に
許
可
が
下
り
る
ま
で
長

い
歳
月
を
要
す
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ

て
、
企
業
は
労
働
者
を
増
や
す
こ
と
よ
り
も
資
本

集
約
的
な
技
術
を
導
入
し
た
り
、
政
府
の
規
制
が

及
ば
な
い
よ
り
小
さ
な
企
業
へ
業
務
を
委
託
し
た

り
す
る
こ
と
で
経
営
効
率
や
競
争
力
を
保
持
し
て

い
る
可
能
性
が
あ
る
。

●
持
続
的
な
成
長
に
向
け
て
必
要
な
条
件

　

独
立
以
降
採
用
し
て
い
た
輸
入
代
替
工
業
化
は
、

資
本
集
約
的
な
重
工
業
を
中
心
と
し
た
も
の
で
あ

り
、
そ
の
よ
う
な
工
業
化
は
イ
ン
ド
の
よ
う
な
労

働
余
剰
経
済
で
は
長
期
的
に
持
続
可
能
で
は
な

か
っ
た
。
貿
易
自
由
化
は
、
イ
ン
ド
に
と
っ
て
自

国
の
比
較
優
位
と
規
模
の
経
済
を
活
か
す
好
機
の

よ
う
に
映
る
。
近
年
Ｉ
Ｔ
産
業
に
お
け
る
技
術
者

不
足
に
よ
り
賃
金
が
高
騰
し
て
い
る
も
の
の
、
製

造
業
労
働
者
の
賃
金
は
世
界
的
に
も
ま
だ
低
い
。

イ
ン
ド
よ
り
先
に
自
由
化
を
開
始
し
て
成
長
を
遂

げ
た
東
ア
ジ
ア
諸
国
に
お
い
て
近
年
賃
金
が
高
騰

し
、
労
働
集
約
的
な
産
業
の
比
較
優
位
を
失
い
つ

つ
あ
る
こ
と
も
イ
ン
ド
や
中
国
に
と
っ
て
は
追
い

風
と
な
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

前
掲
表
２
の
よ
う
に
、
確
か
に
イ
ン
ド
の
主
要

輸
出
製
品
は
、
労
働
集
約
的
な
製
品
が
中
心
で
あ

る
が
、
国
際
的
に
み
て
競
争
力
が
高
い
と
は
言
い

難
い
。
世
界
銀
行
の
レ
ポ
ー
ト
で
は
、
労
働
集
約

的
産
業
で
成
長
し
た
中
国
の
実
績
を
達
成
可
能

だ
っ
た
イ
ン
ド
の
軌
跡
と
み
な
し
、
イ
ン
ド
の
輸

出
額
や
雇
用
面
で
の
損
失
を
試
算
し
て
い
る
ほ
ど

で
あ
る
。

　

そ
れ
で
は
、
な
ぜ
イ
ン
ド
は
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や

貿
易
自
由
化
の
恩
恵
を
十
分
に
享
受
で
き
て
い
な

い
の
だ
ろ
う
か
。
そ
の
一
因
と
し
て
、
い
ま
だ
に

国
内
に
残
る
規
制
や
ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
が
国
内
資
源

の
効
率
的
な
配
分
を
妨
げ
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。

物
的
イ
ン
フ
ラ
や
労
働
市
場
の
柔
軟
性
の
欠
如
、

退
出
政
策
の
未
整
備
、
中
央
・
州
政
府
間
に
ま
た

が
る
様
々
な
手
続
き
な
ど
が
、
と
り
わ
け
製
造
業

の
ビ
ジ
ネ
ス
を
す
る
際
の
障
害
と
な
っ
て
い
る
。

そ
の
ほ
か
、
労
働
集
約
的
な
製
品
を
生
産
し
、
輸

出
の
三
五
％
に
貢
献
し
て
い
る
小
規
模
工
業
に
対

し
て
実
施
し
て
い
る
留
保
品
目
や
投
資
制
限
な
ど

保
護
政
策
の
存
続
が
、
む
し
ろ
国
内
の
効
率
的
な

資
源
配
分
を
妨
げ
て
い
る
可
能
性
も
あ
る
。

　

イ
ン
ド
が
持
続
的
な
成
長
を
続
け
る
た
め
に
は
、

サ
ー
ビ
ス
業
ば
か
り
で
な
く
製
造
業
の
拡
大
と
成

長
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
、
こ
う

し
た
物
的
イ
ン
フ
ラ
や
労
働
コ
ス
ト
、
煩
雑
な
手

続
き
な
ど
取
引
コ
ス
ト
の
削
減
と
構
造
調
整
を
一

層
進
め
る
こ
と
が
成
長
の
条
件
と
い
え
よ
う
。

●
経
済
特
区
と
地
域
貿
易
協
定―

輸
出

促
進
と
構
造
調
整
の
起
爆
剤
と
し
て

　

二
〇
〇
〇
年
以
降
、
政
府
は
貿
易
自
由
化
を
促

進
す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
経
済
特
区 

（Spe-
cial Econom

ic Zone

＝
Ｓ
Ｅ
Ｚ
）
と
地
域
貿

易
協
定
（Regional T

rade A
greem

ent

＝

Ｒ
Ｔ
Ａ
）
に
注
目
し
て
い
る
。
イ
ン
ド
で
は
こ
れ

ま
で
Ｓ
Ｅ
Ｚ
に
対
し
て
は
政
治
経
済
的
な
関
心
が

低
く
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
対
し
て
も
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
下
で
の
多

角
的
な
貿
易
交
渉
を
重
視
す
る
立
場
か
ら
消
極
的

な
姿
勢
を
と
っ
て
い
た
が
、
そ
れ
ぞ
れ
輸
出
を
拡

大
す
る
も
の
と
し
て
認
識
し
始
め
た
。

　

持
続
的
な
成
長
に
向
け
て
課
題
が
山
積
す
る
イ

ン
ド
に
と
っ
て
、
Ｓ
Ｅ
Ｚ
や
Ｒ
Ｔ
Ａ
は
ヒ
ト
・
モ

ノ
・
カ
ネ
の
自
由
化
が
も
た
ら
す
直
接
的
な
経
済

効
果
に
と
ど
ま
ら
な
い
間
接
的
な
効
果
も
期
待
で

き
る
。
つ
ま
り
、
Ｓ
Ｅ
Ｚ
は
、
民
間
開
発
業
者
の

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
参
入
を
通
じ
て
、
国
内
の
規
制

や
ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
を
局
地
的
に
取
り
除
く
手
段
と

し
て
活
用
で
き
る
。
Ｒ
Ｔ
Ａ
は
、
統
合
の
深
化
、

す
な
わ
ち
規
制
や
経
済
政
策
な
ど
を
域
内
国
と
共

通
化
す
る
こ
と
を
通
じ
て
国
内
の
構
造
改
革
を
一

層
進
め
る
ほ
か
、
中
小
企
業
支
援
を
活
か
し
て
裾

野
産
業
の
強
化
を
図
る
こ
と
で
、
イ
ン
ド
が
抱
え

る
課
題
や
障
害
を
乗
り
越
え
ら
れ
る
可
能
性
が
あ

る
。（

に
か
い
ど
う　

ゆ
う
こ
／
武
蔵
大
学
経
済

学
部
専
任
講
師
）

表３　雇用の生産弾力性
⑴雇用年率成長率（%）� ⑵GDP年率成長率（%）� ⑶雇用の生産弾力性（⑴/⑵）

Ⅰ農業部門 87/88-93/94 93/94-99/00 87/88-93/94 93/94-99/00 87/88-93/94 93/94-99/00

　農業 2.57 0.02 4.8 3.1 0.54 0.01
　漁業、鉱工業 1.00 -1.91 6.4 4.7 0.16 -0.41
Ⅱ工業部門 87/88-93/94 93/94-99/00 87/88-93/94 93/94-99/00 87/88-93/94 93/94-99/00

　製造業 1.23 2.58 5.8 7.8 0.21 0.33
　電力・ガス、水道業 7.19 -3.55 7.6 6.8 0.95 -0.52
　建設 -1.38 5.21 5.3 6.3� -0.26� 0.83
Ⅲサービス部門 87/88-93/94 93/94-99/00 87/88-93/94 93/94-99/00 87/88-93/94 93/94-99/00

　卸売・小売業、ホテル、レストラン 2.99 5.72 5.5 9.2� 0.54 0.62
　輸送・倉庫・通信業 3.46 5.53 5.6� 8.7 0.62 0.64
　金融・保険、不動産、ビジネスサービス 4.50 5.40 10.5 8.4 0.43 0.64
　社会・個人サービス 4.06 -2.08 4.9 8.4 0.83 -0.25
Ⅳ経済全体 2.50 1.07 5.8 6.7 0.43 0.16

（出所）�Planning� Commission,� Report� of�
the�Special�Group�on�Targeting�Ten�
Million� Employment� Opportunities�
per�Year�over� the�Tenth�Plan�Period,�
Government� of� India,� 2002,� Ta-
ble23,24より筆者作成。原データは
CSOとNSSOの各ランド調査より。

（注）�雇用は日常ベース（Current�Daily�Status�
Basis）、GDPは1993/94年価格。


